
資料４－１　騒音に係る環境基準

旧環境基準（平成11年３月31日まで） 改正環境基準（平成11年４月１日から）

一般地域 一般地域

→

備考１　愛媛県では、ＡＡ類型は地域指定していない。 備考１　愛媛県では、ＡＡ類型は地域指定していない。
　　２　基準値は、中央値(Ｌ50)により評価した値である。 　　２　基準値は、等価騒音レベル(ＬAeq)により、評価し

　　　た値である。

道路に面する地域 道路に面する地域

備考　基準値は、中央値(Ｌ50)により評価した値である。 備考　基準値は、等価騒音レベル(ＬAeq)により、評価した
　　値である。

改正前
第１種低層住居専用地域
第２種低層住居専用地域
第１種中高層住居専用地域
第２種中高層住居専用地域 備考　個別の住居等において騒音の影響を受けやす

第１種住居地域 　　い面の窓を主として閉めた生活が営まれている

第２種住居地域 　　と認められるときは、屋内へ透過する騒音に係

準住居地域 　　る基準(括弧内の値)によることができる。
備考　基準値は、等価騒音レベル(ＬAeq)により、評価した

商業地域
準工業地域 幹線交通を担う道路

工業地域 ・高速自動車国道　・一般国道　・県道

・市町村道（４車線以上）

・自動車専用道路

幹線交通を担う道路に近接する空間

・２車線以下の車線を有する幹線交通を担う道路

　　道路端から１５メートルまでの範囲

・２車線を超える車線を有する幹線交通を担う道路

　　道路端から２０メートルまでの範囲

地域の区分

特に静穏を要する地
域

主として住居の用に
供される地域

相当数の住居と併せ
て商業、工業等の用
に供される地域

基　　　準　　　値

ＡＡ

Ａ

朝・夕
午前６時～午前８時
午前７時～午後10時

４０ホン
（Ａ）以下

４５ホン
（Ａ）以下

Ｂ

昼間
午前８時～
午後７時
４５ホン
（Ａ）以下

５０ホン
（Ａ）以下

６０ホン
（Ａ）以下

類型

５５ホン
（Ａ）以下

夜間
午後10時～
翌午前６時
３５ホン
（Ａ）以下

４０ホン
（Ａ）以下

５０ホン
（Ａ）以下

地域の区分

特に静穏を要する地
域

専ら住居の用に供さ
れる地域

主として住居の用に
供される地域

相当数の住居と併せ
て商業、工業等の用
に供される地域

基　　　準　　　値

類型

ＡＡ

Ａ

Ｂ

Ｃ

昼間
午前６時～

午後10時

夜間
午後10時～

翌午前６時
５０デシベル

以下
４０デシベル

以下
５５デシベル

以下
５５デシベル

以下

４５デシベル
以下

４５デシベル
以下

６０デシベル
以下

５０デシベル
以下

地域の区分

Ａ地域のうち２車線
の道路に面する地域

夜間
午後10時～
翌午前６時

４５ホン
（Ａ）以下

基　　　準　　　値
昼間

Ａ地域のうち２車線
をこえる道路に面す
る地域

Ｂ地域のうち２車線
以下の道路に面する
地域

Ｂ地域のうち２車線
をこえる道路に面す
る地域

基　　　準　　　値
昼間

午前８時～
午後７時

５５ホン
（Ａ）以下

６０ホン
（Ａ）以下

６５ホン
（Ａ）以下

６５ホン
（Ａ）以下

朝・夕
午前６時～午前８時
午後７時～午後10時

５０ホン
（Ａ）以下

５５ホン
（Ａ）以下

６０ホン
（Ａ）以下

６５ホン
（Ａ）以下

５０ホン
（Ａ）以下

５５ホン
（Ａ）以下

６０ホン
（Ａ）以下

地域の区分

Ａ地域のうち２車線
以上の車線を有する
道路に面する地域

Ｂ地域のうち２車線
以上の車線を有する
道路に面する地域
及びＣ地域のうち
車線を有する道路に
面する地域

→

午前６時～
午後10時

夜間
午後10時～
翌午前６時

６０
デシベル
以下

６５
デシベル
以下

５５
デシベル
以下

６０
デシベル
以下

幹線交通を担う道路に近接する空間における特例

７０（４５）
デシベル以下

６５（４０）
デシベル以下

基　　　準　　　値

昼間 夜間

午前６時～午後10時 午後10時～翌午前６時

類型指定地域の区分
都市計画に基づく用途地域等

改正後

Ａ類型

新Ａ類型

新Ｂ類型

Ｂ類型 新Ｃ類型

近隣商業地域
　　値である。



（参考資料）
１．騒音の評価手法について（Ｌ50からＬAeqへの変更）

・騒音のエネルギー平均値 ・騒音レベルの中央値
　　　　　　　（ｄＢ表示値） ・突発的、間欠的な音に影響さ
・突発的、間欠的な音に影響さ 　れにくい。（時間的、空間的
　れる。（時間的、空間的安定 　安定性が高い＝感度が低い｡)
　性は高くない＝感度が高い｡) ・騒音の特性が異なる場合や複
・騒音の変動特性によらず適用 　合騒音の場合の評価が困難。
　でき複合騒音にも適用容易。

比較的短時間の測定で安定した
データを得ることができる。

国際的動向 国際的に多くの国や機関で採用
されており、国際的なデータの
比較が非常に容易。

国際的にはほとんど使用されて
いないので、国際的なデータの
比較が難しい。

測　　定 騒音レベルの変動に敏感な指標
であるため、変動が大きい場合
には、ある程度の時間をかけて
測定しなければ安定したデータ
が得られない。（安定性と実用
性の両立が課題）

予　　測 騒音のエネルギーを時間平均し
たものであるので、予測地点の
騒音分布を再現しなくても騒音
のエネルギー平均値を予測すれ
ば足りる点で予測計算が簡略
化・明確化される。

騒音分布に左右されるので、厳
密には、予測地点における騒音
分布を再現する必要がある点で
予測計算が行いにくい。（ただ
し、経験式による予測の実績は
あり）

両指標により同時に計測した場合、騒音の変動の度合いにより程
度は異なるが、通常ＬAeqの方がＬ50よりも値が大きくなる。

住民反応との関係 間欠的な騒音をはじめ騒音の暴
露量が数量的に必ず反映される
ため住民反応と比較的よく対応
する。

ＬAeqと比較すれば、間欠的な騒
音が数量的に反映されにくいた
め、住民反応との相関はあまり
よくない。

また、異なる騒音に対する測定
結果を相互に比較することが困
難。

　騒音評価手法としてのＬ50とＬAeqとの一般的特性を比較すると次のとおり。

ＬAeq Ｌ50

基本的特性



資料４－２　環境騒音測定結果
　(1)一般地域 （平成12年度）

昼　間 夜　間 昼 間 夜 間 総合評価
松山市桑原 平成13年２月26日～２月27日 Ａ 51 44 ○ ○ ○
松山市東石井町 平成13年３月12日～３月13日 Ａ 49 41 ○ ○ ○
八幡浜市大字松柏甲 平成12年11月22日～11月23日 Ａ 47 43 ○ ○ ○
八幡浜市大字八代 平成12年11月22日～11月23日 Ａ 45 32 ○ ○ ○
新居浜市中萩町 平成13年２月９日～２月10日 Ａ 41 36 ○ ○ ○
西条市喜多川 平成13年３月26日～３月27日 Ａ 56 44 × ○ ×
大洲市田口甲 平成13年１月18日～１月19日 Ａ 63 52 × × ×
川之江市川之江町西新町 平成13年３月13日～３月16日 Ａ 50 46 ○ × ×
川之江市妻鳥町中下 平成13年３月21日～３月22日 Ａ 49 50 ○ × ×
伊予三島市下柏町 平成12年４月17日～４月18日 Ａ 48 47 ○ × ×
伊予三島市中曽根町 平成12年10月16日～10月17日 Ａ 55 51 ○ × ×
伊予三島市具定町 平成12年10月26日～10月27日 Ａ 57 52 × × ×
伊予市下吾川 平成12年10月26日～10月27日 Ａ 48 41 ○ ○ ○
伊予市米湊 平成12年10月26日～10月27日 Ａ 49 45 ○ ○ ○
東予市高田 平成13年２月23日～２月24日 Ａ 43 48 ○ × ×
温泉郡重信町野田 平成12年10月31日～11月９日 Ａ 56 49 ○ ○ ○
温泉郡重信町大字見奈良 平成12年11月13日～11月14日 Ａ 56 40 × ○ ×
松前町南黒田 平成12年10月24日～10月25日 Ａ 44 36 ○ ○ ○

Ａ類型地域：18地域 14 11 9
50.0

松山市福角町 平成13年２月29日～２月20日 Ｂ 47 37 ○ ○ ○
松山市北斎院町 平成13年２月19日～２月20日 Ｂ 53 46 ○ × ×
松山市南吉田町 平成13年３月７日～３月８日 Ｂ 55 44 ○ ○ ○
松山市清水町 平成13年３月14日～３月15日 Ｂ 54 52 ○ × ×
松山市中村 平成13年３月５日～３月６日 Ｂ 51 44 ○ ○ ○
松山市北梅本町 平成13年３月12日～３月13日 Ｂ 53 45 ○ ○ ○
松山市森松町 平成13年２月22日～２月23日 Ｂ 61 54 × × ×
松山市東方町 平成13年２月26日～２月27日 Ｂ 54 48 ○ × ×
今治市大新田町 平成12年11月16日～11月28日 Ｂ 55 49 ○ × ×
今治市北日吉町 平成12年11月16日～11月28日 Ｂ 53 43 ○ ○ ○
今治市東門町 平成12年11月30日～12月６日 Ｂ 46 38 ○ ○ ○
八幡浜市大字向灘 平成12年11月17日～11月18日 Ｂ 42 32 ○ ○ ○
八幡浜市大字松柏乙 平成12年11月17日～11月18日 Ｂ 51 46 ○ × ×
八幡浜市大字五反田 平成12年11月22日～11月23日 Ｂ 49 39 ○ ○ ○
新居浜市松の木町 平成13年１月19日～１月20日 Ｂ 43 37 ○ ○ ○
新居浜市宇高町 平成13年１月19日～１月20日 Ｂ 41 38 ○ ○ ○
新居浜市庄内町 平成13年３月16日～３月17日 Ｂ 45 36 ○ ○ ○
新居浜市船木 平成13年３月９日～３月10日 Ｂ 49 42 ○ ○ ○
新居浜市船木 平成13年３月９日～３月10日 Ｂ 48 42 ○ ○ ○
新居浜市本郷 平成13年２月９日～２月10日 Ｂ 45 43 ○ ○ ○
西条市氷見丙 平成13年３月22日～３月23日 Ｂ 50 44 ○ ○ ○
西条市大町 平成13年３月21日～３月22日 Ｂ 59 51 × × ×
大洲市柚木 平成12年12月21日～12月22日 Ｂ 60 51 × × ×
川之江市川之江町大門 平成13年３月13日～３月16日 Ｂ 50 43 ○ ○ ○
川之江市金生町下分川原田 平成13年３月22日～３月23日 Ｂ 52 44 ○ ○ ○
川之江市柴生町南柴生 平成13年３月16日～３月19日 Ｂ 49 44 ○ ○ ○
川之江市妻鳥町土居 平成13年３月21日～３月22日 Ｂ 46 45 ○ ○ ○
伊予三島市中曽根町 平成12年４月18日～４月19日 Ｂ 52 44 ○ ○ ○
伊予三島市中之庄町 平成13年１月10日～１月11日 Ｂ 53 49 ○ × ×
伊予三島市寒川町 平成12年11月８日～11月９日 Ｂ 59 50 × × ×
伊予三島市豊岡町大町 平成12年11月14日～11月15日 Ｂ 49 40 ○ ○ ○
伊予三島市下柏町 平成12年４月13日～４月14日 Ｂ 57 56 × × ×
伊予市下吾川 平成12年10月26日～10月27日 Ｂ 49 40 ○ ○ ○
北条市久保 平成12年11月27日～11月28日 Ｂ 47 36 ○ ○ ○
東予市喜多台 平成13年２月23日～２月24日 Ｂ 46 49 ○ × ×
温泉郡重信町大字牛渕 平成12年10月30日～10月31日 Ｂ 58 50 × × ×
温泉郡重信町大字樋口 平成12年10月30日～10月31日 Ｂ 61 49 × × ×
松前町北黒田 平成12年10月24日～10月25日 Ｂ 49 37 ○ ○ ○
松前町浜 平成12年10月24日～10月25日 Ｂ 43 40 ○ ○ ○
松前町筒井 平成12年10月24日～10月25日 Ｂ 51 44 ○ ○ ○
松前町筒井 平成12年10月24日～10月25日 Ｂ 50 44 ○ ○ ○
喜多郡長浜町大字白滝甲 平成12年９月７日～９月８日 Ｂ 51 51 ○ × ×

Ｂ類型地域：42地域 35 27 27
64.3

松山市三津 平成13年２月22日～２月23日 Ｃ 55 40 ○ ○ ○
松山市西垣生町 平成13年３月７日～３月８日 Ｃ 55 47 ○ ○ ○
松山市松前町 平成13年３月５日～３月６日 Ｃ 57 51 ○ × ×
松山市三番町 平成13年３月14日～３月15日 Ｃ 55 53 ○ × ×
八幡浜市本町 平成12年11月17日～11月18日 Ｃ 46 41 ○ ○ ○
新居浜市政枝町 平成13年３月16日～３月17日 Ｃ 41 31 ○ ○ ○
西条市明屋敷 平成13年２月20日～２月21日 Ｃ 45 35 ○ ○ ○
西条市ひうち 平成13年３月13日～３月14日 Ｃ 52 48 ○ ○ ○
大洲市若宮 平成13年１月18日～１月19日 Ｃ 74 69 × × ×
大洲市徳森 平成12年12月21日～12月22日 Ｃ 68 61 × × ×
川之江市金生町下分通町 平成13年３月５日～３月６日 Ｃ 54 52 ○ × ×
川之江市上分町本町 平成13年３月16日～３月19日 Ｃ 47 44 ○ ○ ○
川之江市妻鳥町浜田 平成13年３月６日～３月７日 Ｃ 57 58 ○ × ×
伊予三島市村松町 平成12年10月30日～10月31日 Ｃ 57 50 ○ ○ ○
伊予三島市朝日 平成12年10月５日～10月６日 Ｃ 56 55 ○ × ×
北条市辻 平成12年11月27日～11月28日 Ｃ 48 41 ○ ○ ○
東予市壬生川 平成13年２月23日～２月24日 Ｃ 48 47 ○ ○ ○
喜多郡長浜町大字長浜甲 平成12年９月７日～９月８日 Ｃ 51 45 ○ ○ ○

Ｃ類型地域：18地域 16 11 11
61.1

47
78
60.3

環境基準適合状況
測　定　場　所 測　定　年　月　日 環境基準

類型
騒音レベル(ｄＢ：ＬAeq)

環境基準適合地点数（小計）
環境基準達成率（％）

環境基準適合地点数（小計）
環境基準達成率（％）

環境基準達成地点数
全調査地点数

一般地域の騒音環境基準達成率（％）

環境基準適合地点数（小計）
環境基準達成率（％）



　(2)道路に面する地域

昼間夜間昼間夜間 総合評価
国道11号 松山市久米久保田町873-1 平成12年10月16日～10月17日 4 Ｃ 3.5 0 無 73 68 × × ×
国道56号 松山市土居田町60-1 平成12年10月18日～10月19日 4 Ｃ 3.5 0 無 73 68 × × ×
国道317号 今治市大新田町５丁目 平成12年11月16日～11月28日 2 Ｂ 3 0 無 70 65 ○ ○ ○
県道今治波方港線 今治市北日吉町１丁目 平成12年11月16日～11月28日 5 Ｂ 3 0 無 70 65 ○ ○ ○
国道56号 宇和島市和霊元町２丁目 平成12年11月28日～11月29日 4 Ｂ 1 1 無 67 61 ○ ○ ○
県道八幡浜保内線 八幡浜市大字大平1番耕地1556番地 平成12年12月１日～12月２日 2 Ｃ 5 3 無 62 58 ○ ○ ○
国道197号 八幡浜市大字松柏乙1101番地 平成12年12月１日～12月２日 2 Ｃ 5 3 無 68 67 ○ × ×
県道八幡浜宇和線 八幡浜市大字五反田1番耕地158番地2 平成12年12月８日～12月９日 2 Ｂ 7 2 無 68 61 ○ ○ ○
国道378号 八幡浜市大字八代192番地の1 平成12年12月８日～12月９日 2 Ｂ 5 3 無 68 58 ○ ○ ○
国道11号 西条市大町1038-4 平成13年１月16日～１月19日 2 Ｂ 2.2 0.3 無 78 76 × × ×
県道壬生川新居浜野田線 西条市新田183-1 平成12年12月12日～12月15日 4 Ｂ 4.1 0 無 71 65 × ○ ×
国道56号 大洲市若宮965-11 平成13年１月18日～１月19日 2 Ｃ 2 0 無 69 67 ○ × ×
国道56号 大洲市徳森219 平成12年12月21日～12月22日 2 Ｃ 2 0 無 73 69 × × ×
国道11号 川之江市川之江町981-1 平成13年１月10日～１月18日 2 Ｃ 3 無 76 75 × × ×
国道192号 川之江市妻鳥町1168 平成13年１月23日～１月29日 2 Ｃ 0.5 無 74 70 × × ×
国道11号バイパス 川之江市妻鳥町2033-1 平成13年１月17日～１月19日 4 Ｃ 4.3 無 67 61 ○ ○ ○
県道上分三島線 川之江市妻鳥町1342-1 平成13年１月17日～１月19日 1 Ａ 1.0 無 67 56 ○ ○ ○
県道川之江大豊線 川之江市上分町693-33 平成13年１月17日～１月19日 2 Ｃ 1.3 無 66 58 ○ ○ ○
県道大野原川之江線 川之江市金生町山田井 平成13年１月10日～１月11日 2 Ｂ 3.8 無 68 63 ○ ○ ○
県道金生三島線 川之江市妻鳥町307-1 平成13年１月23日～１月29日 1 Ｃ 0.5 無 65 54 ○ ○ ○
国道11号バイパス 伊予三島市下柏町15-1 平成13年２月20日～２月21日 2 Ｂ 14 10 無 66 62 ○ ○ ○
県道上猿田三島線 伊予三島市中之庄町668-1 平成13年２月22日～２月23日 1 Ｂ 0 0 無 69 60 ○ ○ ○
国道11号 伊予三島市宮川１丁目1223-4 平成13年３月12日～３月13日 2 Ｃ 5 5 無 74 74 × × ×
国道56号 伊予市米湊522-1 平成12年10月26日～10月27日 2 Ｃ 6.5 4.3 無 72 69 × × ×
国道56号 伊予市下吾川950-3 平成12年10月26日～10月27日 2 Ｂ 9 6.4 無 69 65 ○ ○ ○
国道196号 北条市磯河内甲100 平成12年11月20日～11月21日 2 Ｂ 1 0 無 71 64 × ○ ×
県道湯山北条線 北条市久保395-13 平成12年11月20日～11月21日 2 Ｂ 1 0 無 69 63 ○ ○ ○
県道湯山北条線 北条市辻1169-78 平成12年11月17日～11月18日 2 Ｂ 1 0 無 69 66 ○ × ×
県道湯山北条線 北条市辻1348 平成12年11月17日～11月18日 2 Ｃ 1 0 無 64 61 ○ ○ ○
国道196号 東予市北条734-1 平成12年11月24日～11月25日 2 Ｂ 3 2 無 65 62 ○ ○ ○
国道11号 宇摩郡土居町大字津根2116-1 平成12年11月９日～11月10日 2 Ｂ 1 0 無 76 75 × × ×
国道11号 宇摩郡土居町大字入野843-1 平成12年11月９日～11月10日 2 Ｂ 1 0 無 75 74 × × ×
国道11号 周桑郡小松町大字新屋敷甲496 平成12年11月24日～11月25日 2 Ａ 2.5 1.1 無 77 75 × × ×
国道11号 重信町大字牛渕1034-1 平成12年11月８日～11月９日 4 Ｃ 4 1 無 75 70 × × ×
国道11号 重信町大字志津川1400 平成12年10月30日～10月31日 4 Ｂ 4 1 無 76 70 × × ×
県道松山川内線 重信町大字横河原1369 平成12年10月30日～10月31日 2 Ｃ 1.5 1 無 69 63 ○ ○ ○
国道56号 松前町北黒田263 平成13年１月30日～１月31日 2 Ｂ 2 0.5 無 73 70 × × ×
県道22号 松前町筒井1175 平成13年２月22日～２月23日 2 Ｂ 1 1 無 72 65 × ○ ×
県道22号 松前町筒井1445 平成13年１月30日～１月31日 2 Ｂ 1 0 無 68 63 ○ ○ ○
国道378号 喜多郡長浜町大字長浜甲1026-2 平成12年９月７日～９月８日 2 Ｃ 0.5 0.5 無 70 64 ○ ○ ○
県道大洲長浜線 喜多郡長浜町大字白滝甲278-2 平成12年９月７日～９月８日 2 Ｂ 0.5 0.5 無 69 63 ○ ○ ○
近 接 空 間：41地点 24 24 21

51.2

市道内港喜田村 今治市美須賀町１丁目 平成12年11月30日～12月６日 2 Ｂ 3 0 無 68 62 × × ×
市道国道朔日市線 西条市大町250-81 平成12年12月５日～12月８日 2 Ｂ 2.7 0.4 無 71 64 × × ×
市道川之江山田井線 川之江市川之江町2981-1 平成13年１月10日～１月11日 2 Ｂ 1.4 無 70 62 × × ×
市道中村山田井線 川之江市妻鳥町531-1 平成13年１月23日～１月29日 2 Ｂ 0.5 無 70 68 × × ×
Ｂ類型地域：４地点 0 0 0

0

市道 宇和島市和霊元町４丁目 平成12年11月28日～11月29日 1 Ｃ 1 1 無 44 42 ○ ○ ○
Ｃ類型地域：１地点 1 1 1

100
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環境基準値との比較

環境基準適合地点数（小計）
環境基準達成率（％）

全調査地点数
環境基準値以下の地点数

全体の騒音環境基準達成率（％）

環境基準適合地点数（小計）
環境基準達成率（％）

環境基準適合地点数（小計）
環境基準達成率（％）



資料４－３　自動車交通騒音調査結果

昼間 夜間 昼間 夜間 全日 昼間 夜間 全日

県道新居浜角野線 新居浜市久保田町 平成12年10月16日～10月17日 6 Ｃ 4.2 0 無 71 64 37 378 256 378 256 68 100 68

国道317号 今治市別宮 平成12年10月18日～10月19日 2 Ｃ 5 0 無 69 63 9 46 44 46 44 96 100 96

県道壬生川新居浜野田線 新居浜市多喜浜新田 平成12年11月16日～11月28日 4 Ｂ 3.2 0 無 71 64 31 215 169 214 169 79 100 79

県道今治港線 今治市米屋町 平成12年11月16日～11月28日 4 Ｃ 3.9 0 無 67 59 18 147 147 147 147 100 100 100

県道菅田五郎停車場線 大洲市徳森 平成12年11月28日～11月29日 2 Ｃ 0 0 無 75 66 36 381 219 352 219 57 92 57

県道湯山北条線 北条市中須賀 平成12年12月１日～12月２日 2 Ｃ 0 0 無 71 68 49 342 232 206 206 68 60 60

県道宇和島港線 宇和島市寿町 平成12年12月１日～12月２日 2 Ｃ 2.5 0 無 67 61 15 241 241 241 241 100 100 100

県道伊予西条停車場線 西条市大町 平成12年12月８日～12月９日 2 Ｃ 5.7 0 無 62 55 39 436 436 436 436 100 100 100

県道蕪崎土居線 土居町中村 平成12年12月８日～12月９日 1 Ａ 0 0 無 66 58 33 172 172 172 172 100 100 100

県道長浜中村線 長浜町大字下須戒 平成13年１月16日～１月19日 2 Ｂ 0 0 無 65 55 14 285 285 285 285 100 100 100

国道197号 八幡浜市東矢野町 3 無 36 456 324 357 324 71 78 71

県道新居浜角野線 新居浜市松木町 4 無 27 313 313 313 313 100 100 100

国道317号 今治市近見町 2 無 35 414 362 414 362 87 100 87

県道八幡浜宇和線 八幡浜市五反田 2 無 24 398 316 397 316 79 100 79

県道東予港三津屋線 東予市北条 2 無 8 67 41 67 41 61 100 61

県道新居浜東港線 新居浜市観音原町 2 無 12 34 29 18 18 85 53 53

県道糸山公園線 今治市波止浜 2 無 31 175 175 175 175 100 100 100

国道378号 八幡浜市八代 2 無 30 388 371 381 371 96 98 96

県道上猿田三島線 伊予三島市中之庄 1 無 49 573 573 573 573 100 100 100

県道伊予北条停車場線 北条市辻 2 無 6 62 62 62 62 100 100 100

539 5523 4767 5234 4730 86 95 86

（平成12年度）

計

道　　路　　名 調　査　地　点

低
騒
音
舗
装
の
有
無

等価騒音
レベル
(dB:LAeq)測　定　年　月　日

車
線
数

環
境
基
準
類
型

道
路
敷
地
境
界
か
ら
の
距
離
(m)

車
道
端
か
ら
の
距
離
(m)

環
境
基
準
達
成
率
(％)

住
居
等
戸
数

街
区
数

環
境
基
準
達
成
戸
数



資料４－４　騒音規制法の特定施設及び愛媛県公害防止条例の騒音発生施設
１　騒音規制法に基づく特定施設（騒音規制法施行令別表第一）

金属加工機械
イ　圧延機械（原動機の定格出力の合計が２２．５キロワット以上のものに限る。）
ロ　製管機械
ハ　ベンディングマシン（ロール式のものであって、原動機の定格出力が３．７５キロワット以上のもの
　　に限る。）
ニ　液圧プレス（矯正プレスを除く。）
ホ　機械プレス（呼び加圧能力が２９４キロニュートン以上のものに限る。）
ヘ　せん断機（原動機の定格出力が３．７５キロワット以上のものに限る。）
ト　鍛造機
チ　ワイヤーフォーミングマシン
リ　ブラスト（タンブラスト以外のものであって、密閉式のものを除く。）
ヌ　タンブラー
ル　切断機（といしを用いるものに限る。）

２ 空気圧縮機及び送風機（原動機の定格出力が７．５キロワット以上のものに限る。）
土石用又は鉱物用の破砕機、磨砕機、ふるい及び分級機（原動機の定格出力が７．５キロワット以上のも
のに限る。）

４ 織機（原動機を用いるものに限る。）
建設用資材製造機械
イ　コンクリートプラント（気ほうコンクリートプラントを除き、混練機の混練容量が０．４５立方メー
　　トル以上のものに限る。）
ロ　アスファルトプラント（混練機の混練容量が２００キログラム以上のものに限る。）

６ 穀物用製粉機（ロール式のものであって、原動機の定格出力が７．５キロワット以上のものに限る。）
木材加工機械
イ　ドラムバーカー
ロ　チッパー（原動機の定格出力が２．２５キロワット以上のものに限る。）
ハ　砕木機
ニ　帯のこ盤（製材用のものにあっては原動機の定格出力が１５キロワット以上のもの、木工用のものに
　　あっては原動機の定格出力が２．２５キロワット以上のものに限る。）
ホ　丸のこ盤（製材用のものにあっては原動機の定格出力が１５キロワット以上のもの、木工用のものに
　　あっては原動機の定格出力が２．２５キロワット以上のものに限る。）
ヘ　かんな盤（原動機の定格出力が２．２５キロワット以上のものに限る。）

８ 抄紙機
９ 印刷機械（原動機を用いるものに限る。）
10 合成樹脂用射出成形機
11 鋳型造型機（ジョルト式のものに限る。）

２　愛媛県公害防止条例に基づく騒音発生施設（愛媛県公害防止条例施行規則別表第４）
１ 冷凍機（原動機の定格出力が７．５キロワット以上のものに限る。）
セメント製品製造機械であって、次に掲げるもの
ア　コンクリート柱及びコンクリート管製造機
イ　コンクリートブロックマシン

３ 撚糸機（原動機の定格出力が３．７５キロワット以上のものに限る。）
４ 工業用動力ミシン（同一工場又は事業場に３０台以上設置されている場合に適用する。）
木材加工機械であって、次に掲げるもの
ア　ジェットバーカー
イ　ロックバーカー
ウ　チェンバーカー

２

５

１

３

５

７



資料４－５　特定工場等において発生する騒音の規制に関する基準

朝 昼　間 夕 夜　間

午前６時から 午前８時から 午後７時から 午後10時から

午前８時まで 午後７時まで 午後10時まで 翌日の午前６時まで

４５デシベル ５０デシベル ４５デシベル ４５デシベル

以下 以下 以下 以下

５０デシベル ６０デシベル ５０デシベル ４５デシベル

以下 以下 以下 以下

６５デシベル ６５デシベル ６５デシベル ５０デシベル

以下 以下 以下 以下

７０デシベル ７０デシベル ７０デシベル ６０デシベル

以下 以下 以下 以下
備考１　第２種区域、第３種区域又は第４種区域の区域内に所在する学校教育法第１条に規
　　　定する学校、児童福祉法第７条に規定する保育所、医療法第１条の５第１項に規定す
　　　る病院及び同条第３項に規定する診療所のうち患者の収容施設を有するもの、図書館
　　　法第２条第１項に規定する図書館並びに老人福祉法第５条の３に規定する特別養護老
　　　人ホームの敷地の周囲おおむね５０メートルの区域内における規制基準は、当該各欄
　　　に定める当該値から５デシベルを減じた値とする。
　　２　騒音の大きさの決定は、次のとおりとする。
　　 (1)　騒音計の指示値が変動せず、又は変動が少ない場合は、その指示値とする。
　　 (2)　騒音計の指示値が周期的又は間欠的に変動し、その指示値の最大値がおおむね一
　　　　定の場合は、その変動ごとの指示値の最大値の平均値とする。
　　 (3)　測定器の指示値が不規則かつ大幅に変動する場合は、測定値の90％レンジの上端
　　　　の数値とする。
　　 (4)　騒音計の指示値が周期的又は間欠的に変動し、その指示値の最大値が一定でない
　　　　場合は、その変動ごとの指示値の最大値の90％レンジの上端の数値とする。

第３種区域

第４種区域

（騒音規制法及び愛媛県公害防止条例）
時間の区分

区域の区分

区域の区分に対応する規制基準

第１種区域

第２種区域



資料４－６　特定施設及び騒音発生施設に係る届出状況 （平成13年３月31日現在）
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縮
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印
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成　出
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用　機
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成
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計

冷
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機
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メ　造
ン　機

ト　械

製

品

ね

ん

糸

機

工　ミ

業　シ

用　ン

動

力

木
材
加

工

機

械

計

川 之 江 市 31 539 2 0 7 0 72 79 119 6 0 855 126 78 5 0 0 0 83 29

伊 予 三 島 市 17 654 10 0 7 0 89 80 69 4 0 930 103 37 1 0 0 5 43 23

土 居 町 14 77 13 35 1 0 6 0 5 38 0 189 28 10 3 0 0 0 13 5

新 居 浜 市 292 1,511 132 0 4 0 78 0 59 16 5 2,097 176 173 5 3 130 4 315 35

西 条 市 90 923 13 104 7 17 124 0 15 80 0 1,373 121 132 7 51 58 1 249 22

東 予 市 32 277 0 575 4 0 14 6 6 0 0 914 63 5 8 7 277 0 297 12

小 松 町 17 31 0 30 3 0 19 0 2 0 0 102 19 4 9 0 46 0 59 4

丹 原 町 17 27 1 0 1 0 0 0 6 0 14 66 21 0 0 0 40 0 40 1

今 治 市 87 281 1 4,166 2 22 226 0 47 6 5 4,843 335 281 2 4,166 0 226 4,675 290

北 条 市 5 37 0 892 0 0 16 0 3 0 0 953 16 25 6 52 0 0 83 17

松 山 市 1,551 11 210 289 3 2,064 353

重 信 町 0 8 32 0 0 0 3 0 0 0 0 43 6 0 0 0 0 0 0 0

伊 予 市 8 71 3 20 0 0 48 0 28 0 0 178 38 82 0 0 0 9 91 20

松 前 町 0 582 6 0 0 0 0 0 1 0 0 589 3 22 1 1 35 0 59 5

長 浜 町 12 36 1 0 2 0 96 0 6 16 0 169 48 10 4 0 106 2 122 11

大 洲 市 3 55 7 0 0 0 41 0 4 0 0 110 20 0 0 0 0 41 41 9

八 幡 浜 市 4 35 0 62 1 0 21 2 51 0 0 176 37 45 0 0 284 2 331 21

宇 和 島 市 49 112 0 8 3 19 120 0 52 0 0 363 110 81 7 0 7 1 96 46

計 678 5,256 221 5,892 42 58 973 167 473 166 24 13,950 1,270 2,536 69 4,490 1,272 294 8,661 903

県　公　害　防　止　条　例

騒　音　発　生　施　設　数 届　事

出　業

工　場

場　数

騒　　　　　音　　　　　規　　　　　制　　　　　法

特　　　　定　　　　施　　　　設　　　　数 届　事

出　業

工　場

場　数

施設区分

市町名



資料４－７　騒音規制法の特定建設作業及び愛媛県公害防止条例の特定作業の
　　　　　　騒音の規制に関する基準

区域
の
区分

騒音レベル 作業禁止
時　　間

１日当
たり作
業時間

連続
作業
時間

作　業
禁止日

びょう打機を使用する作業 〃 〃 〃 〃 〃

さく岩機を使用する作業 〃 〃 〃 〃 〃

空気圧縮機を使用する作業 〃 〃 〃 〃 〃

びょう打機を使用する作業 〃 〃 〃 〃 〃

さく岩機を使用する作業 〃 〃 〃 〃 〃

空気圧縮機を使用する作業 〃 〃 〃 〃 〃

備考１　第１号区域は、騒音規制地域において区分された区域のうち、次に示す区域
　　 (1)　第１種区域
　　 (2)　第２種区域
　　 (3)　第３種区域
　　 (4)　第４種区域のうち学校教育法第１条に規定する学校、児童福祉法第７条に規定する保育所、医療法
　　　　第１条の５第１項に規定する病院及び同条第３項に規定する診療所のうち患者の収容施設を有するも
　　　　の、図書館法第２条第１項に規定する図書館並びに老人福祉法第５条の３に規定する特別養護老人ホ
　　　　ームの敷地の周囲概ね80メートルの区域。
　　２　第２号区域は、指定地域のうち、上記第１号区域以外の区域。
　　３　騒音レベルは、特定建設作業もしくは特定作業の敷地の境界線におけるものである。
　　４　騒音の大きさの決定は、次のとおりとする。
　　 (1)　騒音計の指示値が変動せず、又は変動が少ない場合は、その指示値とする。
　　 (2)　騒音計の指示値が周期的又は間欠的に変動し、その指示値の最大値が概ね一定の場合は、その変動
　　　　ごとの指示値の最大値の平均値とする。
　　 (3)　騒音計の指示値が不規則かつ大幅に変動する場合は、測定値の90％レンジの上端の数値とする。
　　 (4)　騒音計の指示値が周期的又は間欠的に変動し、その指示値の最大値が一定でない場合は、その変動
　　　　ごとの指示値の最大値の90％レンジの上端の数値とする。

〃

制限
なし

〃

制　限
な　し

〃

〃

ブルドーザー、パワーショベル等を使用
する作業（法規制対象は除く）

ハンマーを使用する板金又は製罐作業

〃

80ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下

制限なし

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃 制限
なし

制　限
な　し

特
定
建
設
作
業

くい打機、くい打機又はくい打くい抜機
を使用する作業 85ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下 午後10時から翌日

の午前６時まで
14時間
以　内

６日
以内

日曜日
休　日

〃 〃 〃

〃 〃 〃

10時間
以　内

６日
以内

日曜日
休　日

〃 〃 〃

80ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下

午後７時から翌日
の午前７時まで

〃

〃

午後９時から翌日
の午前６時まで

〃

85ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下

〃

〃

〃

作　業　の　種　類　・　名　称

告
示
別
表
第
１
号
区
域

特
定
建
設
作
業

特
定
作
業

くい打機、くい打機又はくい打くい抜機
を使用する作業

バックホウ、トラクターショベル、ブル
ドーザーを使用する作業

コンクリートプラント又はアスファルト
プラントを設けて行う作業

ブルドーザー、パワーショベル等を使用
する作業（法規制対象は除く）

ハンマーを使用する板金又は製罐作業

特
定
作
業

告
示
別
表
第
２
号
区
域

バックホウ、トラクターショベル、ブル
ドーザーを使用する作業

コンクリートプラント又はアスファルト
プラントを設けて行う作業



資料４－８　特定建設作業及び特定作業に係る届出状況 （平成12年度）

区
分

川

之

江

市

伊
予
三
島
市

土

居

町

新

居

浜

市

西

条

市

東

予

市

小

松

町

丹

原

町

今

治

市

北

条

市

松

山

市

重

信

町

伊

予

市

松

前

町

長

浜

町

大

洲

市

八

幡

浜

市

宇

和

島

市

計

１ くい打機等を使用する作業 0 2 2 8 2 1 0 0 1 1 1 0 1 0 0 0 1 20

２ びょう打機を使用する作業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３ さく岩機を使用する作業 0 0 0 2 3 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 6

４ 空気圧縮機を使用する作業 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 1 0 1 0 0 0 1 6

５ コンクリートプラント等を設け
て行う作業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６ バックホウを使用する作業 0 3 0 5 1 1 0 0 5 0 3 0 3 0 0 0 1 22

７ トラクターショベルを使用する
作業 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3

８ ブルドーザーを使用する作業 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

0 5 2 15 7 4 0 0 10 1 5 0 5 0 0 0 5 59

１ ブルドーザー、パワーショベル
等を使用する建設作業 1 2 0 6 1 2 0 0 6 1 265 3 0 5 0 0 2 0 294

２ ハンマーを使用する板金作業、
製罐作業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 2 0 6 1 2 0 0 6 1 265 3 0 5 0 0 2 0 294

1 7 2 21 8 6 0 0 16 2 8 0 10 0 0 2 5 353

作業区分　　　　　　　　市町名

県
公
害
防
止
条
例

合　　　　　計

計

計

騒

音

規

制

法



資料４－９　騒音規制地域における自動車交通騒音の大きさの限度
旧要請限度（平成12年３月31日まで） 改正要請限度（平成12年４月１日から）

昼　間 朝・夕 夜　間 昼　間 夜　間

午前８時～ 午前６時～午前８時 午後10時～ 午前６時～ 午後10時～

午後７時 午後７時～午後10時 翌午前６時 午後10時 翌午前６時

→

備考１　区域の区分は、次のとおり。
　　　　ａ区域は、騒音環境基準に係るＡ類型の地域
　　　　ｂ区域は、騒音環境基準に係るＢ類型の地域
　　　　ｃ区域は、騒音環境基準に係るＣ類型の地域
　　２　騒音の評価は、等価騒音レベル(ＬAeq)による。
　　３　測定は、連続する７日間のうち、当該自動車騒音
　　　の状況を代表すると認められる３日間について行い、
　　　時間の区分ごとに３日間の原則として全時間を通じ
　　　てエネルギー平均した値によって評価する。

備考１　区域の区分欄の第１種区域から第４種区域とは、工場・事業場に
　　　係る騒音規制地域の区域に同じ。
　　２　騒音の評価は、中央値(Ｌ50)によって行う。
　　３　測定は、連続する７日間のうち、当該自動車騒音の状況を代表す 備考　測定値は、等価騒音レベル(ＬAeq)である。
　　　ると認められる５日間について、昼間、朝・夕及び夜間の区分ごと
　　　に１時間当たり１回以上の測定を４時間以上（当該区分の時間が４ 幹線交通を担う道路
　　　時間に満たない場合は、当該区分の全時間）行う。 ・高速自動車国道　・一般国道　・県道
　　４　騒音の大きさは、昼間、朝・夕及び夜間の区分ごとのすべての測 ・市町村道（４車線以上）
　　　定値の平均値とする。 ・自動車専用道路

幹線交通を担う道路に近接する空間
・２車線以下の車線を有する幹線交通を担う道路
　　道路端から１５メートルまでの範囲
・２車線を超える車線を有する幹線交通を担う道路
　　道路端から２０メートルまでの範囲

70デシベル

65デシベル 55デシベル

ｂ区域のうち、２車線以上の
車線を有する道路及びｃ区域
の道路に面する区域

75デシベル

65デシベル

70デシベル

幹線交通を担う道路に近接する空間における特例

昼　間
午前６時～午後10時

夜　間
午後10時～翌午前６時

75デシベル 70デシベル

第１種区域及び第２種区域の
うち、２車線を有する道路に
面する区域

第１種区域及び第２種区域の
うち、２車線を超える車線を
有する道路に面する区域

第３種区域及び第４種区域の
うち、１車線を有する道路に
面する区域

第３種区域及び第４種区域の
うち、２車線を有する道路に
面する区域

時間の区分

区域の区分

時間の区分

区域の区分

第１種区域のうち、１車線を
有する道路に面する区域

第２種区域のうち、１車線を
有する道路に面する区域

ａ区域及びｂ区域のうち１車
線を有する道路に面する区域

ａ区域のうち、２車線以上の
車線を有する道路に面する区
域

第３種区域及び第４種区域の
うち、２車線を超える車線を
有する道路に面する区域

55デシベル 50デシベル 45デシベル

60デシベル 55デシベル 50デシベル

70デシベル 65デシベル 55デシベル

60デシベル

70デシベル 65デシベル 60デシベル

75デシベル 70デシベル

70デシベル 65デシベル

80デシベル 75デシベル 65デシベル

75デシベル



 資料４－10 道路交通騒音対策の体系図 

 

    
 

 
 

 
  

 
 

 

 

・騒音規制の強化 
・技術開発の推進 
・車両検査、点検整備の徹底 
・低公害車の開発及び利用の促進等 

 
    
 

 
  

 
 

・感情道路、バイパスの整備 
 

     
 

 
  

 
  
 

 

 

・流通業務団地の整備 
・トラックターミナルの整備 
・中央卸売市場の移転・統合 

 
   

 

 
 

  
 
 

 

 

・輸送の共同化 
・配送の効率化 
・在庫の適正化 
・返路の相互利用 

 
    
 

 
 

 
   
 

・公共交通機関の整備促進 
・交通結節点整備による公共交通機関 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 道 
 
 路 
 
 交 
 
 通 

                                               の利用促進 

     
 

 

 
 

  
 
 
 
 
 
 

 

 

・信号の系統化 
・交通管制の高度化 
・バス専用、優先レーンの設置 
・駐車対策の推進 
・速度規制 
・大型貨物車の時間通行制限 
・大型車の中央寄り車線通行指定 
・違法改造車の取締り強化 

 

 騒 
 
 音 
 
 対 
 
 策 

          
 

道路構 
造対策  

基本構造に 
よる対応  

 

・堀割構造等の採用 
・立体交差点化の推進  

  

 

  
    
 

 
  

 
 

 

・遮音壁・築堤の設置 
・特殊吸音体の設置 
・植樹 

 
   
 

 
   

 

・環境施設帯等の設置 
・２層構造道路の高架裏面吸音板設置 

 
   

 

 
 

  
 
 

 

 

・路面の舗装状態の改良 
・低騒音舗装等の敷設 
・橋梁ジョイント部の劣化防止 
・連続桁の採用及び既設桁の連結 

 
       
 

 
  

 
  

 
   
 

・公園の配置 
・農地・緑地の配置 

 
   

 

 
 

  
・用途地域・特殊用途地域の指定 

     における配慮 
 
 

 

 

・建築の用途・構造の指定 
・土地区画整理・再開発等の都市計画 

                                                及び計画事業 

     
 

 
  

 
  
 

 

 

・建築物の高さ・間口率等の指定 
・建築物の建ペイ率・容積率等の指定 
・防災地域の指定 

 
   

 

 
 

  
 

 

 

 

・建替・共同建替による緩衝建築物化 
・公共施設の整備 
・緩衝建築物の建築費用一部負担 

 
   
 

 
   

 

・既設住宅の防音工事助成 
・新築住宅の防音構造化の義務付け 

                                                                                                            
 

資料：環境省 

 

交通規則等に 
よる対応 

旅客輸送の合理 
化による対応 

人流対策の 
推進 

物流合理化 
による交通 
量抑制 

物流の合理化 
による対応 

物流拠点の 
適正配置 

交通流 
対策 

道路網の整備 
による対応 

発生源 
対策 

自動車構造の 
改善 

緩衝建築物 
の整備 

緩衝建築物の 
配置による対応 

緩衝建築物 
の立地誘導 

業務系空間 
の配置 

沿 路 
対 策 

緩衝空間の設 
置による対応 

公園・緑地 
の配置 

路面の改良等 
による対応 

環境施設帯等の 
設置による対応 

遮へい施設の 
設置による対応 

沿道住宅の防音 
化による対応 



資料４－11 拡声機による騒音の規制 

１ 商業宣伝の拡声機の使用制限 

  学校、保育所、病院、図書館、特別養護老人ホーム等の敷地の周囲30ｍの 

区域においては、正午から午後６時までの間でこれらの施設の敷地境界にお 

ける音量が65デシベルを超えない場合を除いて、商業宣伝を目的とする拡声 

機の利用禁止 

２ 商業宣伝の航空機の拡声機使用制限 

  拡声機の使用時間は正午から午後６時までとし、音量は、地上において65 

デシベルを超えないこと。 

 

 

 

拡 

 

声 

 

機 

 

の 

 

使 

 

用 

 

の 

 

制 

 

限 

３ １、２のほか、屋外において、又は屋内から屋外に向けて拡声機を使用す 

る場合の厳守事項 

 (1) 拡声機の使用時間は午前９時（日曜日、休日は午前10時）から午後８時 

まで 

 (2) 幅員４ｍ未満の道路においては拡声機を使用しないこと。 

 (3) 地上10ｍ以上の箇所においては拡声機を使用しないこと。 

 (4) 商業宣伝を目的として同一場所では、拡声機の１回の使用時間は10分以 

内とし、１回につき10分以上休止すること。 

 (5) 人の居住する建築物の敷地境界線における拡声機の音量は次のとおりと 

する。 
 

区域の区分 第１種区域 第２種区域 第３種区域 第４種区域 

音   量 55ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下 65ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下 70ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下 75ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下 
 

 
特 

例 

１ 災害時の広報宣伝又は公共的団体の広報 

２ 公職選挙法に基づく選挙活動 

３ 祭礼、運動会党で一時的に拡声機を使用する場合 
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